
 
 

（２）サービス業 

①サービス業の概況 

 堺市の平成 28 年のサービス業の事業所数は、全産業の 45.6％を占めている。産業別にみ

ると、宿泊業、飲食サービス業が最も多く 13.0％（3,727 事業所）を占め、次いで医療、福

祉の 10.6％（3,060 事業所）、生活関連サービス業、娯楽業の 8.4％（2,417 事業所）などの

順となっている。 

 サービス業の従業者数は全産業の 45.4％を占めている。産業別にみると、医療、福祉が

最も多く 18.4％（5 万 7,841 人）を占め、次いで宿泊業、飲食サービス業の 9.2％（2 万

8,966 人）、サービス業（他に分類されないもの）の 6.8％（2万 1,460 人）などの順となっ

ている。 

 
図表 45 堺市のサービス業の業種別事業所数と従業者数及び 

全産業に占める割合（平成 28 年） 
 事業所数 従業者数 

実数 
（事業所） 

割合
（％） 

実数
（人） 

割合
（％） 

情報通信業 138 0.5 1,250 0.4 

学術研究、専門・技術サービス業 938 3.3 5,644 1.8 

宿泊業、飲食サービス業 3,727 13.0 28,966 9.2 

生活関連サービス業、娯楽業 2,417 8.4 12,844 4.1 

教育、学習支援業 1,032 3.6 12,884 4.1 

医療、福祉 3,060 10.6 57,841 18.4 

複合サービス業 133 0.5 2,009 0.6 

サービス業（他に分類されないもの） 1,650 5.7 21,460 6.8 

サービス業総計 13,095 45.6 142,898 45.4 

全産業総計 28,733 100.0 314,806 100.0 

・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 



 
 

図表 46 堺市のサービス業の業種別事業所数と従業者数（平成 28 年） 

 

・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 

 

②大都市比較 

１）各サービス業の事業所数と従業者数の大都市比較 

堺市の平成 28 年の各サービス業の事業所数と従業者数は、21 大都市中に中位から下位 

に位置している。特に、学術研究、専門・技術サービス業と情報通信業は 21 位となって

いる。順位が一番高かった医療、福祉の事業所数と従業者数はともに 14位となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

図表 47 各サービス業の事業所数の大都市比較（平成 28 年） 

       （単位：事業所）

 学術研究、専門・ 
技術サービス業 情報通信業 複合サービス業 サービス業 

（他に分類されないもの） 

第1位 東京特別区 35,299 東京特別区 19,922 東京特別区 1,179 東京特別区 31,110 
第2位 大阪市 12,103 大阪市 4,688 大阪市 438 大阪市 10,499 
第3位 名古屋市 6,992 名古屋市 2,357 横浜市 379 名古屋市 7,291 
第4位 横浜市 6,116 横浜市 1,979 名古屋市 369 横浜市 6,678 
第5位 福岡市 4,686 福岡市 1,918 札幌市 294 京都市 4,934 
第6位 札幌市 3,985 札幌市 1,396 京都市 265 福岡市 4,519 
第7位 神戸市 3,179 仙台市 879 福岡市 247 札幌市 4,516 
第8位 京都市 2,986 広島市 825 広島市 246 神戸市 4,243 
第9位 広島市 2,891 神戸市 766 神戸市 237 広島市 3,314 
第10位 仙台市 2,802 京都市 739 浜松市 208 仙台市 3,189 
第11位 さいたま市 2,065 川崎市 678 熊本市 192 北九州市 2,679 
第12位 川崎市 1,716 さいたま市 503 北九州市 190 さいたま市 2,532 
第13位 熊本市 1,680 岡山市 435 新潟市 183 新潟市 2,472 
第14位 浜松市 1,644 新潟市 412 岡山市 175 静岡市 2,355 
第15位 静岡市 1,563 浜松市 357 仙台市 170 岡山市 2,248 
第16位 北九州市 1,560 熊本市 352 静岡市 163 川崎市 2,063 
第17位 岡山市 1,544 千葉市 351 川崎市 143 浜松市 2,035 
第18位 千葉市 1,504 静岡市 344 さいたま市 138 千葉市 2,003 
第19位 新潟市 1,472 北九州市 317 堺市 133 熊本市 1,976 
第20位 相模原市 983 相模原市 205 千葉市 117 堺市 1,650 
第21位 堺市 938 堺市 138 相模原市 85 相模原市 1,149 
・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 

 

 

 

 

       （単位：事業所） 

 医療、福祉 教育、学習支援業 生活関連サービス業、
娯楽業 宿泊業、飲食サービス業 

第1位 東京特別区 35,165 東京特別区 12,767 東京特別区 34,762 東京特別区 71,277 
第2位 大阪市 12,805 横浜市 4,549 大阪市 11,163 大阪市 26,607 
第3位 横浜市 12,151 名古屋市 4,066 名古屋市 9,505 名古屋市 17,564 
第4位 名古屋市 8,960 大阪市 3,705 横浜市 9,481 横浜市 14,426 
第5位 札幌市 6,680 神戸市 2,514 札幌市 6,261 神戸市 11,713 
第6位 神戸市 6,093 福岡市 2,190 福岡市 5,955 福岡市 10,472 
第7位 福岡市 5,604 札幌市 2,140 京都市 5,277 京都市 10,391 
第8位 京都市 5,332 京都市 2,080 神戸市 5,277 札幌市 9,859 
第9位 広島市 4,330 広島市 1,859 広島市 4,389 広島市 7,230 
第10位 川崎市 4,178 さいたま市 1,800 仙台市 3,868 仙台市 6,032 
第11位 仙台市 3,983 仙台市 1,667 北九州市 3,829 川崎市 5,827 
第12位 さいたま市 3,865 川崎市 1,407 さいたま市 3,807 北九州市 5,603 
第13位 北九州市 3,860 新潟市 1,265 新潟市 3,571 さいたま市 4,919 
第14位 堺市 3,060 浜松市 1,230 川崎市 3,476 新潟市 4,316 
第15位 新潟市 2,951 北九州市 1,189 浜松市 3,186 静岡市 4,097 
第16位 千葉市 2,840 千葉市 1,118 静岡市 3,014 浜松市 3,964 
第17位 岡山市 2,607 静岡市 1,064 千葉市 2,783 岡山市 3,805 
第18位 浜松市 2,535 堺市 1,032 岡山市 2,719 堺市 3,727 
第19位 熊本市 2,493 相模原市 1,011 熊本市 2,646 千葉市 3,575 
第20位 静岡市 2,386 熊本市 958 堺市 2,417 熊本市 3,466 
第21位 相模原市 2,152 岡山市 951 相模原市 2,121 相模原市 2,654 



 
 

図表 48 各サービス業の従業者数の大都市比較（平成 28 年） 

       （単位：人） 

 医療、福祉 教育、学習支援業 生活関連サービス業、
娯楽業 宿泊業、飲食サービス業 

第1位 東京特別区 557,266 東京特別区 262,657 東京特別区 260,498 東京特別区 700,884 
第2位 横浜市 220,968 横浜市 61,771 大阪市 78,985 大阪市 217,507 
第3位 大阪市 201,828 名古屋市 53,720 横浜市 62,414 名古屋市 150,765 
第4位 名古屋市 140,467 京都市 53,051 名古屋市 59,510 横浜市 147,486 
第5位 札幌市 127,350 大阪市 47,107 札幌市 38,382 福岡市 94,787 
第6位 神戸市 102,517 神戸市 33,627 福岡市 33,972 京都市 91,902 
第7位 京都市 101,582 福岡市 33,033 神戸市 30,298 神戸市 85,941 
第8位 福岡市 99,880 札幌市 32,499 京都市 26,994 札幌市 83,819 
第9位 北九州市 74,514 仙台市 25,038 さいたま市 23,773 川崎市 53,534 
第10位 広島市 74,145 川崎市 21,819 広島市 22,943 広島市 53,267 
第11位 川崎市 71,516 さいたま市 20,448 仙台市 22,813 仙台市 53,037 
第12位 仙台市 64,890 広島市 19,996 川崎市 20,298 さいたま市 48,979 
第13位 さいたま市 61,888 千葉市 18,703 北九州市 18,746 千葉市 38,959 
第14位 堺市 57,841 熊本市 15,159 千葉市 18,006 北九州市 38,288 
第15位 熊本市 57,771 岡山市 14,695 新潟市 16,518 浜松市 33,089 
第16位 千葉市 53,020 北九州市 13,692 浜松市 16,244 新潟市 32,796 
第17位 新潟市 49,604 堺市 12,884 熊本市 13,880 岡山市 31,595 
第18位 岡山市 48,743 新潟市 12,667 静岡市 13,354 熊本市 30,097 
第19位 浜松市 47,290 浜松市 10,693 岡山市 13,249 堺市 28,966 
第20位 相模原市 40,313 相模原市 10,264 堺市 12,844 静岡市 28,946 
第21位 静岡市 38,497 静岡市 10,216 相模原市 12,768 相模原市 24,311 
       （単位：人） 

 
学術研究、専門・ 
技術サービス業 情報通信業 複合サービス業 サービス業 

（他に分類されないもの） 

第1位 東京特別区 432,835 東京特別区 810,679 東京特別区 22,711 東京特別区 916,271 
第2位 大阪市 101,106 大阪市 126,711 札幌市 7,616 大阪市 284,000 
第3位 横浜市 67,125 横浜市 65,952 大阪市 7,564 名古屋市 159,055 
第4位 名古屋市 59,946 名古屋市 61,778 名古屋市 5,914 横浜市 149,782 
第5位 福岡市 38915 福岡市 44,690 広島市 5,245 福岡市 105,087 
第6位 川崎市 32,983 川崎市 38,364 横浜市 5,097 札幌市 97,140 
第7位 札幌市 29,672 札幌市 29,973 さいたま市 4,838 神戸市 71,170 
第8位 神戸市 25,656 広島市 19,517 福岡市 4,262 さいたま市 67,900 
第9位 仙台市 23,016 仙台市 18,733 浜松市 4,022 仙台市 63,659 
第10位 京都市 21,327 千葉市 14,725 仙台市 3,964 京都市 61,967 
第11位 広島市 20,655 神戸市 12,846 川崎市 3,524 広島市 57,859 
第12位 さいたま市 15,810 京都市 12,518 熊本市 3,519 千葉市 48,250 
第13位 千葉市 15,791 さいたま市 10,214 京都市 3,244 北九州市 40,094 
第14位 北九州市 13,883 静岡市 8,337 神戸市 3,204 川崎市 38,793 
第15位 岡山市 10,330 岡山市 8,234 北九州市 2,660 静岡市 34,592 
第16位 新潟市 9,685 新潟市 8,156 岡山市 2,449 新潟市 32,256 
第17位 浜松市 9,605 熊本市 6,659 静岡市 2,253 浜松市 30,585 
第18位 熊本市 9,539 北九州市 5,928 千葉市 2,231 岡山市 30,284 
第19位 静岡市 9,499 浜松市 4,402 新潟市 2,058 熊本市 27,389 
第20位 相模原市 7,672 相模原市 1,909 堺市 2,009 堺市 21,460 
第21位 堺市 5,644 堺市 1,250 相模原市 1,559 相模原市 15,818 
・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 
 
 
 
 



 
 

２）各サービス業の事業所割合・従業者割合の大都市比較 

 堺市の平成 28年の全事業所に占める各サービス業の事業所割合を他の大都市と比べると、

医療、福祉が第 1位（10.6％）、教育、学習支援業が第 6位（3.6％）、複合サービス業が第

6位（0.5％）などとなっている。 

 一方、従業者割合をみると、医療、福祉が第 2位（18.4％）、教育、学習支援業が第 9位

（4.1％）、複合サービス業が第 10 位（0.6％）などとなっている。 

 従業者割合の順位が事業所割合の順位より下がっているのは、事業所当たり従業者の少

ない小規模の事業所が多いとうかがえる。 

 また、学術研究、専門・技術サービス業と情報通信業は、事業所割合と従業者割合がいず

れも最下位（第 21 位）であり、産業集積が弱い産業である。 

 

図表 49 各サービス業の事業所割合の大都市比較（平成 28 年） 

       （単位：％） 

 医療、福祉 教育、学習支援業 生活関連サービス業、
娯楽業 宿泊業、飲食サービス業 

第1位 堺市 10.6 相模原市 4.5 新潟市 10.1 神戸市 17.5 
第2位 横浜市 10.6 さいたま市 4.4 千葉市 9.5 大阪市 14.8 
第3位 川崎市 10.2 横浜市 4.0 相模原市 9.4 京都市 14.7 
第4位 千葉市 9.7 千葉市 3.8 熊本市 9.3 名古屋市 14.7 
第5位 相模原市 9.6 神戸市 3.8 さいたま市 9.2 福岡市 14.5 
第6位 さいたま市 9.4 堺市 3.6 北九州市 9.2 東京特別区 14.4 
第7位 北九州市 9.2 新潟市 3.6 浜松市 9.0 川崎市 14.2 
第8位 札幌市 9.2 広島市 3.5 札幌市 8.6 札幌市 13.6 
第9位 神戸市 9.1 浜松市 3.5 静岡市 8.6 広島市 13.6 
第10位 熊本市 8.8 仙台市 3.4 岡山市 8.6 北九州市 13.4 
第11位 新潟市 8.3 川崎市 3.4 川崎市 8.5 堺市 13.0 
第12位 仙台市 8.2 名古屋市 3.4 堺市 8.4 横浜市 12.6 
第13位 岡山市 8.2 熊本市 3.4 横浜市 8.2 仙台市 12.5 
第14位 広島市 8.1 福岡市 3.0 福岡市 8.2 熊本市 12.2 
第15位 福岡市 7.8 静岡市 3.0 広島市 8.2 千葉市 12.2 
第16位 京都市 7.5 岡山市 3.0 仙台市 8.0 新潟市 12.2 
第17位 名古屋市 7.5 札幌市 3.0 名古屋市 8.0 岡山市 12.0 
第18位 大阪市 7.1 京都市 2.9 神戸市 7.9 さいたま市 11.9 
第19位 浜松市 7.1 北九州市 2.8 京都市 7.5 相模原市 11.8 
第20位 東京特別区 7.1 東京特別区 2.6 東京特別区 7.0 静岡市 11.6 
第21位 静岡市 6.8 大阪市 2.1 大阪市 6.2 浜松市 11.1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

       （単位：％） 

 
学術研究、専門・ 
技術サービス業 情報通信業 複合サービス業 サービス業 

（他に分類されないもの） 

第1位 東京特別区 7.1 東京特別区 4.0 熊本市 0.7 岡山市 7.1 
第2位 大阪市 6.8 福岡市 2.7 浜松市 0.6 京都市 7.0 
第3位 福岡市 6.5 大阪市 2.6 岡山市 0.6 熊本市 7.0 
第4位 熊本市 5.9 名古屋市 2.0 新潟市 0.5 新潟市 7.0 
第5位 名古屋市 5.9 札幌市 1.9 静岡市 0.5 千葉市 6.8 
第6位 仙台市 5.8 仙台市 1.8 堺市 0.5 静岡市 6.7 
第7位 札幌市 5.5 横浜市 1.7 広島市 0.5 仙台市 6.6 
第8位 広島市 5.4 川崎市 1.7 北九州市 0.5 北九州市 6.4 
第9位 横浜市 5.3 広島市 1.5 札幌市 0.4 神戸市 6.3 
第10位 千葉市 5.1 岡山市 1.4 千葉市 0.4 東京特別区 6.3 
第11位 さいたま市 5.0 熊本市 1.2 相模原市 0.4 福岡市 6.3 
第12位 岡山市 4.9 さいたま市 1.2 京都市 0.4 札幌市 6.2 
第13位 神戸市 4.8 千葉市 1.2 神戸市 0.4 広島市 6.2 
第14位 浜松市 4.6 新潟市 1.2 仙台市 0.4 さいたま市 6.1 
第15位 静岡市 4.4 神戸市 1.1 川崎市 0.3 名古屋市 6.1 
第16位 相模原市 4.4 京都市 1.0 福岡市 0.3 大阪市 5.9 
第17位 京都市 4.2 浜松市 1.0 さいたま市 0.3 横浜市 5.8 
第18位 川崎市 4.2 静岡市 1.0 横浜市 0.3 堺市 5.7 
第19位 新潟市 4.1 相模原市 0.9 名古屋市 0.3 浜松市 5.7 
第20位 北九州市 3.7 北九州市 0.8 大阪市 0.2 相模原市 5.1 
第21位 堺市 3.3 堺市 0.5 東京特別区 0.2 川崎市 5.0 
・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 

 

図表 50 各サービス業の従業者割合の大都市比較（平成 28 年） 

       （単位：％） 

 医療、福祉 教育、学習支援業 生活関連サービス業、
娯楽業 宿泊業、飲食サービス業 

第1位 熊本市 18.9 京都市 7.2 相模原市 5.1 京都市 12.4 
第2位 堺市 18.4 熊本市 5.0 さいたま市 4.7 神戸市 11.8 
第3位 北九州市 17.1 神戸市 4.6 札幌市 4.6 福岡市 10.9 
第4位 相模原市 16.2 千葉市 4.6 熊本市 4.5 名古屋市 10.6 
第5位 札幌市 15.2 仙台市 4.5 新潟市 4.5 横浜市 10.0 
第6位 横浜市 15.0 岡山市 4.3 千葉市 4.4 札幌市 10.0 
第7位 岡山市 14.3 横浜市 4.2 浜松市 4.4 熊本市 9.9 
第8位 神戸市 14.1 相模原市 4.1 北九州市 4.3 大阪市 9.8 
第9位 京都市 13.7 堺市 4.1 横浜市 4.2 川崎市 9.8 
第10位 新潟市 13.6 さいたま市 4.0 名古屋市 4.2 相模原市 9.8 
第11位 川崎市 13.2 川崎市 4.0 神戸市 4.2 さいたま市 9.6 
第12位 千葉市 13.0 札幌市 3.9 仙台市 4.1 千葉市 9.6 
第13位 浜松市 12.9 福岡市 3.8 堺市 4.1 仙台市 9.6 
第14位 広島市 12.8 名古屋市 3.8 広島市 3.9 東京特別区 9.3 
第15位 さいたま市 12.1 東京特別区 3.5 静岡市 3.9 岡山市 9.3 
第16位 仙台市 11.7 新潟市 3.5 福岡市 3.9 堺市 9.2 
第17位 福岡市 11.5 広島市 3.4 岡山市 3.9 広島市 9.2 
第18位 静岡市 11.3 北九州市 3.1 川崎市 3.7 浜松市 9.0 
第19位 名古屋市 9.9 静岡市 3.0 京都市 3.7 新潟市 9.0 
第20位 大阪市 9.1 浜松市 2.9 大阪市 3.6 北九州市 8.8 
第21位 東京特別区 7.4 大阪市 2.1 東京特別区 3.5 静岡市 8.5 

 
 
 



 
 

       （単位：％） 

 
学術研究、専門・ 
技術サービス業 情報通信業 複合サービス業 サービス業 

（他に分類されないもの） 

第1位 川崎市 6.1 東京特別区 10.7 熊本市 1.2 さいたま市 13.3 
第2位 東京特別区 5.7 川崎市 7.1 浜松市 1.1 大阪市 12.9 
第3位 大阪市 4.6 大阪市 5.7 さいたま市 0.9 東京特別区 12.1 
第4位 横浜市 4.5 福岡市 5.2 札幌市 0.9 福岡市 12.1 
第5位 福岡市 4.5 横浜市 4.5 広島市 0.9 千葉市 11.9 
第6位 名古屋市 4.2 名古屋市 4.4 岡山市 0.7 札幌市 11.6 
第7位 仙台市 4.1 千葉市 3.6 仙台市 0.7 仙台市 11.5 
第8位 千葉市 3.9 札幌市 3.6 静岡市 0.7 名古屋市 11.2 
第9位 広島市 3.6 仙台市 3.4 川崎市 0.6 静岡市 10.2 
第10位 札幌市 3.5 広島市 3.4 堺市 0.6 横浜市 10.1 
第11位 神戸市 3.5 静岡市 2.4 相模原市 0.6 広島市 10.0 
第12位 北九州市 3.2 岡山市 2.4 北九州市 0.6 神戸市 9.8 
第13位 熊本市 3.1 新潟市 2.2 新潟市 0.6 北九州市 9.2 
第14位 さいたま市 3.1 熊本市 2.2 千葉市 0.5 熊本市 9.0 
第15位 相模原市 3.1 さいたま市 2.0 福岡市 0.5 岡山市 8.9 
第16位 岡山市 3.0 神戸市 1.8 神戸市 0.4 新潟市 8.8 
第17位 京都市 2.9 京都市 1.7 京都市 0.4 京都市 8.4 
第18位 静岡市 2.8 北九州市 1.4 名古屋市 0.4 浜松市 8.3 
第19位 新潟市 2.7 浜松市 1.2 横浜市 0.3 川崎市 7.1 
第20位 浜松市 2.6 相模原市 0.8 大阪市 0.3 堺市 6.8 
第21位 堺市 1.8 堺市 0.4 東京特別区 0.3 相模原市 6.4 
・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 

  



 
 

③区別比較 

 区別の平成 28 年のサービス業の状況をみると、事業所数が最も多いのは堺区（3,867 事

業所）、次いで北区（2,308 事業所）、西区（2,203 事業所）などとなっている。 

 

図表 51 区別のサービス業の事業所数（平成 28 年） 

 
・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 

  



 
 

各区の全産業に占めるサービス業の事業所割合をみると、割合が最も高いのは東区

（52.4％）であり、最も低いのは美原区（24.8％）である。 

 区別の業種別にみると、美原区を除いた 6区では、割合の高い上位 3業種は、宿泊業、飲

食サービス業、医療、福祉、生活関連サービス業、娯楽業となっている。堺区では宿泊業、

飲食サービス業（16.1％）の割合が他の区より高くなっている。南区では医療、福祉の割合

（14.2％）が他の区より高くなっている。東区では、生活関連サービス業、娯楽業の割合

（12.9％）は他の区より高くなっている。美原区では、上位の 3業種は、サービス業(他に

分類されないもの)（7.1％）、宿泊業、飲食サービス業（5.3％）、医療、福祉（4.8％）の順

となっている。 

 

図表 52 区別のサービス業の業種別事業所数の対全産業比（平成 28 年） 

 
・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 

  



 
 

 従業者数をみると、最も多いのが堺区（3万 8,948 人）で、次いで西区（2万 5,547 人）、

北区（2万 3,949 人）などとなっている。 

 

図表 53 区別のサービス業の従業者数（平成 28 年） 

 
 

・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 

  



 
 

 全産業に占めるサービス業の従業者割合をみると、割合が最も高いのは東区の 56.9％、

次いで南区の 56.4％、北区の 51.8％などとなっている。 

 業種別にみると、医療、福祉の割合は南区が 24.0％、中区が 23.2％、北区が 21.6％、東

区が 20.4％と高くなっている。宿泊業、飲食サービス業は南区が 13.4％、北区が 11.2％、

東区が 9.7％、堺区が 9.5％と高くなっている。 

 

図表 54 区別のサービス業の業種別従業者数の対全産業比（平成 28 年） 

 

・データの出所：「平成 28 経済センサス－活動調査」（総務省） 

  



 
 

④特定サービス産業 

１）特定サービス産業の概況 

 堺市の平成 28 年の特定サービス産業の事業所数をみると、最も多いのは教養・技能教授

業（436 事業所）であり、続いて学習塾（381 事業所）、機械修理業（電気機械器具を除く）

（102 事業所）、その他の物品賃貸業（70 事業所）、冠婚葬祭業（69 事業所）などの順とな

っている。 

 従業者数をみると、学習塾（2,929 人）が最も多く、続いてスポーツ施設提供業（1,774

人）、機械修理業（電気機械器具を除く）（1,763 人）、教養・技能教授業（1,403 人）、その

他の物品賃貸業（656 人）などの順となっている。 

 

図表 55 堺市の特定サービス産業の事業所数と従業者数（平成 28 年） 
産業 全産業 

（公務を除く） ソフトウェア業 
情報処理・ 

提供サービス業 
インターネット 
付随サービス業 

映像情報制作・ 
配給業 

事業所数(事業所） 28,733 61 14 14 6 

従業者数（人） 314,806 464 245 103 16 
 

産業 音声情報制作業 新聞業 出版業 広告制作業 映像等情報制作に 
付帯するサービス業 

事業所数(事業所） 3 3 5 3 12 
従業者数（人） 8 13 120 7 91 

 

産業 ｸﾚｼﾞｯﾄｶ-ﾄﾞ業、 
割賦金融業 各種物品賃貸業 産業用機械器

具賃貸業 
事務用機械器
具賃貸業 自動車賃貸業 

事業所数(事業所） 7 3 58 4 29 
従業者数（人） 94 29 644 14 192 

 

産業 スポーツ・娯楽用品 
賃貸業 

その他の 
物品賃貸業 デザイン業 広告業 機械設計業 

事業所数(事業所） 5 70 22 26 35 
従業者数（人） 12 656 155 215 426 

 
産業 計量証明業 冠婚葬祭業 映画館 興行場、興行団 スポーツ施設提供業 

事業所数(事業所） 10 69 3 15 68 
従業者数（人） 220 574 183 107 1,774 

 

産業 公園、遊園地・ 
テ-マパ-ク 学習塾 教養・技能教授業 機械修理業 

(電気機械器具を除く) 
電気機械器具 
修理業 

事業所数(事業所） 11 381 436 102 32 
従業者数（人） 318 2,929 1,403 1,763 194 

・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 

 

２）大都市比較 

 特定サービス産業について、堺市の事業所数と従業者数の多い業種を他の大都市と比較

すると、事業所数はスポーツ施設提供業が 21 大都市中第 11 位、学習塾が第 14 位となって

いる。 

 一方、従業者数は機械修理業（電気機械器具を除く）が第 8位、スポーツ施設提供業が第

14 位、学習塾が第 14 位となっている。 

 

 

 

 

 



 
 

図表 56 特定サービス産業の事業所数と従業者数の大都市比較（平成 28 年） 

 ソフトウェア業 産業用機械器具賃貸業 

事業所数（事業所） 従業者数（人） 事業所数（事業所） 従業者数（人） 

第1位 東京特別区 7,964 東京特別区 433,250 東京特別区 624 東京特別区 11,405 

第2位 大阪市 2,181 大阪市 70,974 大阪市 253 大阪市 3,583 

第3位 名古屋市 1,215 横浜市 52,726 横浜市 205 横浜市 2,457 

第4位 横浜市 1,208 名古屋市 35,358 名古屋市 187 名古屋市 2,419 

第5位 福岡市 951 川崎市 31,651 札幌市 174 札幌市 1,841 

第6位 札幌市 703 福岡市 23,004 仙台市 166 仙台市 1,748 

第7位 仙台市 425 札幌市 16,356 福岡市 142 福岡市 1,510 

第8位 神戸市 402 仙台市 10,098 広島市 129 川崎市 1,298 

第9位 川崎市 396 広島市 10,039 新潟市 116 広島市 1,132 

第10位 広島市 376 神戸市 7,738 神戸市 108 新潟市 1,009 

第11位 京都市 292 千葉市 6,545 千葉市 101 千葉市 990 

第12位 さいたま市 235 京都市 5,300 北九州市 94 神戸市 847 

第13位 岡山市 196 さいたま市 4,075 川崎市 92 さいたま市 817 

第14位 新潟市 189 新潟市 3,965 さいたま市 87 北九州市 817 

第15位 浜松市 189 岡山市 3,835 岡山市 83 岡山市 703 

第16位 千葉市 167 静岡市 3,735 熊本市 75 静岡市 691 

第17位 北九州市 150 浜松市 2,709 静岡市 62 堺市 644 

第18位 静岡市 147 北九州市 2,595 浜松市 59 熊本市 637 

第19位 熊本市 137 熊本市 2,451 堺市 58 浜松市 445 

第20位 相模原市 113 相模原市 726 京都市 47 京都市 428 

第21位 堺市 61 堺市 464 相模原市 46 相模原市 370 

 

 その他の物品賃貸業 機械設計業 

事業所数（事業所） 従業者数（人） 事業所数（事業所） 従業者数（人） 

第1位 東京特別区 916 東京特別区 14,904 東京特別区 563 横浜市 14,497 

第2位 大阪市 314 大阪市 3,729 横浜市 351 東京特別区 9,017 

第3位 名古屋市 233 横浜市 2,726 大阪市 266 川崎市 8,271 

第4位 横浜市 218 京都市 2,666 名古屋市 197 名古屋市 4,998 

第5位 京都市 210 福岡市 2,137 神戸市 148 大阪市 3,409 

第6位 福岡市 190 名古屋市 2,063 川崎市 121 神戸市 3,100 

第7位 神戸市 159 神戸市 1,559 北九州市 98 広島市 1,458 

第8位 札幌市 149 広島市 1,439 広島市 96 相模原市 1,246 

第9位 広島市 127 札幌市 1,361 浜松市 85 京都市 1,211 

第10位 仙台市 108 仙台市 1,003 福岡市 70 浜松市 877 

第11位 北九州市 100 熊本市 866 相模原市 65 北九州市 794 

第12位 さいたま市 81 川崎市 813 京都市 64 さいたま市 706 

第13位 岡山市 81 岡山市 810 さいたま市 51 静岡市 698 

第14位 熊本市 79 新潟市 806 静岡市 45 千葉市 639 

第15位 新潟市 77 北九州市 798 仙台市 42 福岡市 583 

第16位 静岡市 77 さいたま市 783 札幌市 39 仙台市 514 

第17位 浜松市 71 静岡市 736 新潟市 36 堺市 426 

第18位 堺市 70 千葉市 718 堺市 35 岡山市 266 

第19位 千葉市 67 浜松市 670 岡山市 34 札幌市 233 

第20位 川崎市 54 堺市 656 千葉市 28 熊本市 182 

第21位 相模原市 37 相模原市 544 熊本市 15 新潟市 146 

 

 

 

 
 



 
 

 冠婚葬祭業 スポーツ施設提供業 

事業所数（事業所） 従業者数（人） 事業所数（事業所） 従業者数（人） 

第1位 東京特別区 771 東京特別区 10,390 東京特別区 29 東京特別区 20,514 

第2位 横浜市 264 名古屋市 4,432 京都市 14 横浜市 7,567 

第3位 名古屋市 230 横浜市 4,250 大阪市 9 大阪市 5,068 

第4位 大阪市 222 大阪市 3,277 浜松市 8 札幌市 4,207 

第5位 札幌市 162 福岡市 1,859 名古屋市 8 神戸市 4,161 

第6位 福岡市 132 京都市 1,844 さいたま市 7 名古屋市 3,998 

第7位 さいたま市 130 札幌市 1,805 札幌市 6 福岡市 2,758 

第8位 神戸市 123 さいたま市 1,773 横浜市 6 川崎市 2,641 

第9位 北九州市 111 新潟市 1,765 熊本市 6 千葉市 2,543 

第10位 京都市 110 仙台市 1,600 仙台市 5 さいたま市 2,419 

第11位 仙台市 101 広島市 1,578 堺市 5 京都市 2,274 

第12位 広島市 89 北九州市 1,548 神戸市 4 広島市 2,150 

第13位 川崎市 75 神戸市 1,540 川崎市 3 仙台市 1,929 

第14位 熊本市 75 静岡市 1,407 相模原市 3 堺市 1,774 

第15位 新潟市 72 浜松市 1,137 千葉市 2 浜松市 1,724 

第16位 堺市 69 千葉市 1,041 新潟市 2 相模原市 1,691 

第17位 静岡市 65 熊本市 909 岡山市 2 岡山市 1,633 

第18位 千葉市 63 川崎市 694 北九州市 2 北九州市 1,574 

第19位 浜松市 62 岡山市 689 静岡市 1 新潟市 1,233 

第20位 岡山市 60 堺市 574 広島市 1 静岡市 1,226 

第21位 相模原市 32 相模原市 344 福岡市 1 熊本市 1,120 

 
 学習塾 教養・技能教授業 

事業所数（事業所） 従業者数（人） 事業所数（事業所） 従業者数（人） 

第1位 東京特別区 3,061 東京特別区 39,901 東京特別区 6,090 東京特別区 40,178 

第2位 横浜市 1,660 横浜市 16,585 横浜市 2,071 横浜市 9,948 

第3位 名古屋市 1,207 名古屋市 8,218 名古屋市 2,046 名古屋市 9,544 

第4位 大阪市 993 大阪市 7,666 大阪市 1,725 大阪市 8,964 

第5位 神戸市 767 京都市 6,882 神戸市 1,165 福岡市 5,031 

第6位 広島市 653 川崎市 6,689 福岡市 1,001 さいたま市 4,950 

第7位 京都市 647 神戸市 5,949 札幌市 966 神戸市 4,320 

第8位 札幌市 628 さいたま市 5,498 京都市 949 川崎市 4,231 

第9位 さいたま市 617 福岡市 5,205 さいたま市 876 京都市 4,023 

第10位 福岡市 574 札幌市 4,074 広島市 757 札幌市 4,009 

第11位 川崎市 539 千葉市 3,989 仙台市 743 広島市 2,655 

第12位 仙台市 434 広島市 3,608 新潟市 672 仙台市 2,639 

第13位 千葉市 400 仙台市 3,021 川崎市 666 熊本市 2,285 

第14位 堺市 381 堺市 2,929 浜松市 657 新潟市 2,193 

第15位 岡山市 374 相模原市 2,632 相模原市 553 北九州市 1,889 

第16位 新潟市 364 北九州市 2,286 静岡市 512 千葉市 1,840 

第17位 北九州市 358 岡山市 2,264 北九州市 501 岡山市 1,819 

第18位 浜松市 355 熊本市 2,214 熊本市 450 浜松市 1,749 

第19位 相模原市 335 浜松市 1,907 千葉市 445 相模原市 1,644 

第20位 静岡市 313 新潟市 1,761 堺市 436 静岡市 1,553 

第21位 熊本市 289 静岡市 1,739 岡山市 399 堺市 1,403 

 
 
 
 
 
 



 
 

 機械修理業（電気機械器具を除く） 電気機械器具修理業 

事業所数（事業所） 従業者数（人） 事業所数（事業所） 従業者数（人） 

第1位 東京特別区 1,012 東京特別区 21,237 東京特別区 461 東京特別区 12,413 

第2位 大阪市 449 大阪市 6,239 大阪市 182 大阪市 3,112 

第3位 横浜市 404 名古屋市 4,682 横浜市 162 横浜市 1,948 

第4位 名古屋市 398 横浜市 4,622 名古屋市 140 名古屋市 1,781 

第5位 札幌市 234 福岡市 3,013 札幌市 107 福岡市 1,443 

第6位 福岡市 201 北九州市 2,094 仙台市 96 さいたま市 1,170 

第7位 広島市 182 札幌市 1,882 福岡市 95 札幌市 1,157 

第8位 仙台市 172 堺市 1,763 神戸市 79 仙台市 1,017 

第9位 神戸市 157 仙台市 1,745 さいたま市 76 川崎市 935 

第10位 さいたま市 149 広島市 1,594 広島市 73 千葉市 880 

第11位 北九州市 145 神戸市 1,588 千葉市 69 広島市 702 

第12位 川崎市 120 さいたま市 1,487 新潟市 63 神戸市 700 

第13位 千葉市 119 千葉市 1,389 静岡市 56 京都市 570 

第14位 静岡市 118 川崎市 1,345 北九州市 56 北九州市 419 

第15位 新潟市 112 京都市 1,204 京都市 55 静岡市 397 

第16位 京都市 112 熊本市 881 浜松市 52 新潟市 366 

第17位 堺市 102 相模原市 745 熊本市 52 熊本市 337 

第18位 相模原市 96 静岡市 692 川崎市 47 浜松市 332 

第19位 浜松市 96 岡山市 645 岡山市 42 岡山市 312 

第20位 岡山市 96 浜松市 607 堺市 32 堺市 194 

第21位 熊本市 89 新潟市 569 相模原市 23 相模原市 137 

・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 

   



 
 

  全産業に占める特定サービス産業の事業所割合を他の大都市と比べると、堺市はその

他の物品賃貸業が第 4位、冠婚葬祭業が第 4位、スポーツ施設提供業が第 4位、学習塾が

第 5位、機械修理業（電気機械器具を除く）が第 5位となり、上位に位置する業種が多く

存在している。 

  従業者割合では、機械修理業（電気機械器具を除く）が第 1位、スポーツ施設提供業が

第 4位、学習塾が第 7位、産業用機械器具賃貸業が第 8位となっている。 

 

図表 57 特定サービス産業の事業所割合と従業者割合の大都市比較（平成 28 年） 
                                                                         （単位：％） 

 ソフトウェア業 産業用機械器具賃貸業 

事業所割合 従業者割合 事業所割合 従業者割合 

第1位 東京都別区 1.6 川崎市 5.8 千葉市 0.3 仙台市 0.3 

第2位 福岡市 1.3 東京都別区 5.7 仙台市 0.3 新潟市 0.3 

第3位 大阪市 1.2 横浜市 3.6 新潟市 0.3 千葉市 0.2 

第4位 横浜市 1.1 大阪市 3.2 熊本市 0.3 川崎市 0.2 

第5位 名古屋市 1.0 福岡市 2.7 広島市 0.2 札幌市 0.2 

第6位 札幌市 1.0 名古屋市 2.5 札幌市 0.2 熊本市 0.2 

第7位 川崎市 1.0 札幌市 1.9 北九州市 0.2 岡山市 0.2 

第8位 仙台市 0.9 仙台市 1.8 川崎市 0.2 堺市 0.2 

第9位 広島市 0.7 広島市 1.7 さいたま市 0.2 静岡市 0.2 

第10位 神戸市 0.6 千葉市 1.6 相模原市 0.2 広島市 0.2 

第11位 千葉市 0.6 岡山市 1.1 堺市 0.2 北九州市 0.2 

第12位 さいたま市 0.6 静岡市 1.1 福岡市 0.2 福岡市 0.2 

第13位 新潟市 0.5 新潟市 1.1 横浜市 0.2 名古屋市 0.2 

第14位 浜松市 0.5 神戸市 1.1 静岡市 0.2 横浜市 0.2 

第15位 相模原市 0.5 熊本市 0.8 浜松市 0.2 大阪市 0.2 

第16位 熊本市 0.5 さいたま市 0.8 神戸市 0.2 さいたま市 0.2 

第17位 静岡市 0.4 浜松市 0.7 名古屋市 0.2 東京都別区 0.2 

第18位 京都市 0.4 京都市 0.7 大阪市 0.1 相模原市 0.1 

第19位 北九州市 0.4 北九州市 0.6 東京都別区 0.1 浜松市 0.1 

第20位 堺市 0.2 相模原市 0.3 京都市 0.1 神戸市 0.1 

第21位 岡山市 0.1 堺市 0.1 岡山市 0.0 京都市 0.1 
  



 
 

                                                   （単位：％） 
 その他の物品賃貸業 機械設計業 

事業所割合 従業者割合 事業所割合 従業者割合 

第1位 京都市 0.3 京都市 0.4 横浜市 0.3 川崎市 1.5 

第2位 熊本市 0.3 熊本市 0.3 川崎市 0.3 横浜市 1.0 

第3位 福岡市 0.3 広島市 0.2 相模原市 0.3 相模原市 0.5 

第4位 堺市 0.2 福岡市 0.2 浜松市 0.2 神戸市 0.4 

第5位 北九州市 0.2 岡山市 0.2 北九州市 0.2 名古屋市 0.4 

第6位 広島市 0.2 新潟市 0.2 神戸市 0.2 広島市 0.3 

第7位 神戸市 0.2 相模原市 0.2 広島市 0.2 浜松市 0.2 

第8位 千葉市 0.2 静岡市 0.2 名古屋市 0.2 静岡市 0.2 

第9位 仙台市 0.2 神戸市 0.2 大阪市 0.1 北九州市 0.2 

第10位 静岡市 0.2 堺市 0.2 静岡市 0.1 京都市 0.2 

第11位 新潟市 0.2 東京都別区 0.2 さいたま市 0.1 千葉市 0.2 

第12位 札幌市 0.2 横浜市 0.2 堺市 0.1 大阪市 0.2 

第13位 浜松市 0.2 北九州市 0.2 東京都別区 0.1 さいたま市 0.1 

第14位 さいたま市 0.2 浜松市 0.2 新潟市 0.1 堺市 0.1 

第15位 名古屋市 0.2 仙台市 0.2 福岡市 0.1 東京都別区 0.1 

第16位 横浜市 0.2 千葉市 0.2 千葉市 0.1 仙台市 0.1 

第17位 東京都別区 0.2 大阪市 0.2 京都市 0.1 岡山市 0.1 

第18位 大阪市 0.2 札幌市 0.2 仙台市 0.1 福岡市 0.1 

第19位 相模原市 0.2 さいたま市 0.2 札幌市 0.1 熊本市 0.1 

第20位 川崎市 0.1 川崎市 0.1 熊本市 0.1 新潟市 0.0 

第21位 岡山市 0.0 名古屋市 0.1 岡山市 0.0 札幌市 0.0 
（単位：％） 

 冠婚葬祭業 スポーツ施設提供業 

事業所割合 従業者割合 事業所割合 従業者割合 

第1位 さいたま市 0.3 新潟市 0.5 浜松市 0.02  相模原市 0.7 

第2位 北九州市 0.3 静岡市 0.4 熊本市 0.02  千葉市 0.6 

第3位 熊本市 0.3 北九州市 0.4 京都市 0.02  神戸市 0.6 

第4位 堺市 0.2 さいたま市 0.3 堺市 0.02  堺市 0.6 

第5位 横浜市 0.2 名古屋市 0.3 さいたま市 0.02  横浜市 0.5 

第6位 札幌市 0.2 浜松市 0.3 相模原市 0.01  札幌市 0.5 

第7位 千葉市 0.2 熊本市 0.3 仙台市 0.01  川崎市 0.5 

第8位 仙台市 0.2 仙台市 0.3 札幌市 0.01  岡山市 0.5 

第9位 新潟市 0.2 横浜市 0.3 川崎市 0.01  さいたま市 0.5 

第10位 名古屋市 0.2 広島市 0.3 千葉市 0.01  浜松市 0.5 

第11位 静岡市 0.2 千葉市 0.3 名古屋市 0.01  広島市 0.4 

第12位 神戸市 0.2 京都市 0.2 神戸市 0.01  熊本市 0.4 

第13位 川崎市 0.2 札幌市 0.2 東京都別区 0.01  北九州市 0.4 

第14位 福岡市 0.2 福岡市 0.2 新潟市 0.01  静岡市 0.4 

第15位 浜松市 0.2 神戸市 0.2 横浜市 0.01  仙台市 0.3 

第16位 広島市 0.2 岡山市 0.2 大阪市 0.01  新潟市 0.3 

第17位 東京都別区 0.2 堺市 0.2 北九州市 0.00  福岡市 0.3 

第18位 京都市 0.2 大阪市 0.1 静岡市 0.00  京都市 0.3 

第19位 相模原市 0.1 相模原市 0.1 広島市 0.00  名古屋市 0.3 

第20位 大阪市 0.1 東京都別区 0.1 福岡市 0.00  東京都別区 0.3 

第21位 岡山市 0.0 川崎市 0.1 岡山市 0.00  大阪市 0.2 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

                                      （単位：％） 
 学習塾 教養・技能教授業 

事業所割合 従業者割合 事業所割合 従業者割合 

第1位 さいたま市 1.5 川崎市 1.2 相模原市 2.5 さいたま市 1.0 

第2位 相模原市 1.5 横浜市 1.1 さいたま市 2.1 川崎市 0.8 

第3位 横浜市 1.4 さいたま市 1.1 新潟市 1.9 熊本市 0.7 

第4位 千葉市 1.4 相模原市 1.1 浜松市 1.8 横浜市 0.7 

第5位 堺市 1.3 千葉市 1.0 横浜市 1.8 名古屋市 0.7 

第6位 川崎市 1.3 京都市 0.9 神戸市 1.7 相模原市 0.7 

第7位 広島市 1.2 堺市 0.9 名古屋市 1.7 新潟市 0.6 

第8位 神戸市 1.1 神戸市 0.8 川崎市 1.6 神戸市 0.6 

第9位 新潟市 1.0 熊本市 0.7 熊本市 1.6 福岡市 0.6 

第10位 熊本市 1.0 岡山市 0.7 仙台市 1.5 京都市 0.5 

第11位 名古屋市 1.0 広島市 0.6 千葉市 1.5 岡山市 0.5 

第12位 浜松市 1.0 福岡市 0.6 堺市 1.5 東京都別区 0.5 

第13位 京都市 0.9 名古屋市 0.6 静岡市 1.5 札幌市 0.5 

第14位 仙台市 0.9 仙台市 0.5 広島市 1.4 浜松市 0.5 

第15位 静岡市 0.9 東京都別区 0.5 福岡市 1.4 仙台市 0.5 

第16位 札幌市 0.9 北九州市 0.5 京都市 1.3 広島市 0.5 

第17位 北九州市 0.9 浜松市 0.5 札幌市 1.3 静岡市 0.5 

第18位 福岡市 0.8 静岡市 0.5 東京都別区 1.2 千葉市 0.5 

第19位 東京都別区 0.6 札幌市 0.5 北九州市 1.2 堺市 0.4 

第20位 大阪市 0.6 新潟市 0.5 大阪市 1.0 北九州市 0.4 

第21位 岡山市 0.1 大阪市 0.3 岡山市 0.1 大阪市 0.4 
                                      （単位：％） 

 機械修理業（電気機械器具を除く） 電気機械器具修理業 

事業所割合 従業者割合 事業所割合 従業者割合 

第1位 相模原市 0.4 堺市 0.6 千葉市 0.2 さいたま市 0.2 

第2位 千葉市 0.4 北九州市 0.5 仙台市 0.2 千葉市 0.2 

第3位 さいたま市 0.4 福岡市 0.3 さいたま市 0.2 仙台市 0.2 

第4位 仙台市 0.4 千葉市 0.3 熊本市 0.2 川崎市 0.2 

第5位 堺市 0.4 名古屋市 0.3 新潟市 0.2 福岡市 0.2 

第6位 横浜市 0.4 仙台市 0.3 静岡市 0.2 東京都別区 0.2 

第7位 北九州市 0.3 横浜市 0.3 札幌市 0.1 大阪市 0.1 

第8位 広島市 0.3 相模原市 0.3 浜松市 0.1 札幌市 0.1 

第9位 静岡市 0.3 さいたま市 0.3 横浜市 0.1 横浜市 0.1 

第10位 名古屋市 0.3 熊本市 0.3 広島市 0.1 名古屋市 0.1 

第11位 札幌市 0.3 大阪市 0.3 北九州市 0.1 広島市 0.1 

第12位 新潟市 0.3 東京都別区 0.3 福岡市 0.1 静岡市 0.1 

第13位 熊本市 0.3 広島市 0.3 神戸市 0.1 熊本市 0.1 

第14位 川崎市 0.3 川崎市 0.2 名古屋市 0.1 新潟市 0.1 

第15位 福岡市 0.3 札幌市 0.2 川崎市 0.1 北九州市 0.1 

第16位 浜松市 0.3 神戸市 0.2 堺市 0.1 神戸市 0.1 

第17位 大阪市 0.3 静岡市 0.2 相模原市 0.1 岡山市 0.1 

第18位 神戸市 0.2 岡山市 0.2 大阪市 0.1 浜松市 0.1 

第19位 東京都別区 0.2 浜松市 0.2 東京都別区 0.1 京都市 0.1 

第20位 京都市 0.2 京都市 0.2 京都市 0.1 堺市 0.1 

第21位 岡山市 0.0 新潟市 0.2 岡山市 0.0 相模原市 0.1 

・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 

 

 

 

 



 
 

３）区別比較 

 区別の平成 28 年の特定サービス産業をみると、ソフトウェア業の事業所数が最も多い堺

区は北区より 3 事業所多くなっているが、従業者数では堺区が 248 人、北区が 136 人と堺

区が北区より 112 人多くなっている。これは、堺区に従業者規模の大きい事業所が立地して

いることがうかがえる。同様の傾向は、情報処理・提供サービス業、インターネット付随サ

ービス業、映像等情報制作に付帯するサービス業、デザイン業などでもみられる。堺区は情

報関連サービス業の事業所数が最も多く、事業所規模も他の区より大きい特徴がみられる。 

産業用機械器具賃貸業、自動車賃貸業、その他の物品賃貸業、機械設計業、機械修理業（電

気機械器具を除く）、電気機械器具修理業など比較的大きな空間や設備が必要とするサービ

ス産業あるいは主に事業所を対象とするサービス産業は、製造業事業所の多い堺区、西区、

美原区などに集積している。 

学習塾、教養・技能教授業、冠婚葬祭業、スポーツ施設提供業など主に個人を対象とする

サービス産業は、人口比例に各区に立地している。また、これらのサービス産業の立地は、

交通の利便性などの立地特性もみられる。 

 

図表 58 区別の特定サービス産業の事業所数と従業者数（平成 28 年） 

 ソフトウェア業 情報処理・提供
サービス業 

インターネット付随 
サービス業 

映像情報制作・ 
配給業 音声情報制作業 新聞業 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

堺 市 61 464 14 245 14 103 6 16 3 8 3 13 

堺 区 20 248 5 163 6 83 1 4 0 0 3 13 

中 区 5 27 2 4 2 7 2 5 0 0 0 0 

東 区 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

西 区 6 17 3 54 1 1 0 0 1 2 0 0 

南 区 7 25 3 6 1 1 0 0 2 6 0 0 

北 区 17 136 1 18 4 11 3 7 0 0 0 0 

美原区 2 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
 

 出版業 広告制作業 映像等情報制作に 
付帯するサービス業 

ｸﾚｼﾞｯﾄｶ-ﾄﾞ業、 
割賦金融業 各種物品賃貸業 産業用機械器具

賃貸業 
事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

堺 市 5 120 3 7 12 91 7 94 3 29 58 644 

堺 区 1 34 0 0 8 77 4 65 1 10 12 99 

中 区 2 54 1 3 2 8 0 0 1 2 10 67 

東 区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 

西 区 0 0 2 4 1 4 1 6 1 17 10 143 

南 区 2 32 0 0 0 0 1 17 0 0 3 12 

北 区 0 0 0 0 1 2 1 6 0 0 9 202 

美原区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13 118 
 

 
事務用機械器具
賃貸業 自動車賃貸業 スポーツ・ 

娯楽用品賃貸業 
その他の物品
賃貸業 デザイン業 広告業 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

堺 市 4 14 29 192 5 12 70 656 22 155 26 215 

堺 区 1 6 13 97 3 0 20 212 8 122 7 88 

中 区 0 0 2 15 0 0 10 76 4 5 3 37 

東 区 1 2 0 0 0 0 5 21 1 2 1 11 

西 区 0 0 8 47 0 0 11 124 4 8 3 14 

南 区 0 0 1 6 0 0 6 38 1 3 1 3 

北 区 1 3 4 19 2 12 11 85 4 15 8 52 

美原区 1 3 1 8 0 0 7 100 0 0 3 10 
 



 
 

 機械設計業 計量証明業 冠婚葬祭業 映画館 興行場、興行団 スポーツ施設
提供業 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

堺 市 35 426 10 220 69 574 3 183 15 107 68 1,774 

堺 区 11 302 5 178 25 192 1 58 4 69 12 375 

中 区 4 12 2 9 12 155 0 0 3 4 5 97 

東 区 5 35 1 28 5 40 0 0 0 0 6 215 

西 区 7 37 0 0 11 57 1 64 2 8 7 115 

南 区 4 29 0 0 5 81 1 61 2 8 16 513 

北 区 3 8 2 5 7 36 0 0 4 18 16 334 

美原区 1 3 0 0 4 13 0 0 0 0 6 125 
 

 
公園、遊園地・ 
テ-マパ-ク 学習塾 教養・ 

技能教授業 
機械修理業（電気 
機械器具を除く）

電気機械器具 
修理業 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

堺 市 11 318 381 2,929 436 1,403 102 1,763 32 194 

堺 区 4 63 71 550 115 381 29 388 16 99 

中 区 0 0 57 295 46 119 12 783 3 27 

東 区 0 0 45 304 52 229 6 30 1 5 

西 区 3 19 67 428 79 148 22 370 4 26 

南 区 3 202 44 447 46 216 8 39 1 1 

北 区 1 34 89 862 79 253 16 84 7 36 

美原区 0 0 8 43 19 57 9 69 0 0 

・データの出所：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省） 

  


